
財務諸表（個人例）

令和○○年

業種 屋号 加入団体

17

金 額 金 額 金 額

消耗品費 17 0 貸倒引当金 34 0

減価償却費 18 0 35

期首商品棚卸高 2 0 福利厚生費 19 0 36

仕入金額 3 0 給料賃金 20 0 計 37 0

小計 4 0 外注工賃 21 0 専従者給与 38 0

期末商品棚卸高 5 0 利子割引料 22 0 貸倒引当金 39 0

差引原価 6 0 地代家賃 23 0 40

貸倒金 24 0 41

25 計 42 0

租税公課 8 0 26 43 550,000

荷造運賃 9 0 27 44 100,000

水道光熱費 10 0 28

旅費交通費 11 0 29

通信費 12 0 30

広告宣伝費 13 0 雑費 31 0 91 95

接待交際費 14 0 計 32 0 92 96

損害保険料 15 0 93 97

修繕費 16 0 94 99

住所

事業所

45

    同上

科 目

0

(自 1月1日 至 12月31日)

所得金額

分所得税青色申告決算書(一般用)

統一  太郎

経
費

経
費

売上(収入)金額
(雑収入を含む)

差引金額

1,000,000

令和○○年○○月○○日 損益計算書

科 目科 目

売
上
原
価

0

差引金額

7

1

450,000

各
種
引
当
金
・
準
備
金
等

繰
戻
額
等

繰
入
額
等

青色申告特別控除前の所得金額

青色申告特別控除額

33

依
頼
税
理
士
等

東京都○○区○○

       同上

氏名

電話

トウイツ  タロウ

03-0000-0000

申請書１８番 製造・販売等実績

の②直前年度分決算に記入する

売上実績高になります。

貸借対照表がない場合、

申請書１９番 自己資本額の

③次期繰越利益欠損金の欄に記入する

金額です。

申請内容記入時
確認箇所



財務諸表（個人例）

貸　　借　　対　　照　　表 (資産負債調) 令和○○年 製　造　原　価　の　計　算

（  現在） (原価計算を行っていない人は､記入する必要はありません)

資  　産  　の　  部 負 債 ・ 資 本 の 部 科　　　目 金 額
円

科　目   月  日（期首）  月  日（期末） 科　目   月  日（期首）   月  日（期末) 期 首 原 材 料
円 円 円 円 原 棚 卸 高

現 金 支 払 手 形 材 原 材 料 仕 入 高 2

当 座 預 金 買 掛 金 料 小 計 ( 1 + 2 ) 3

定 期 預 金 借 入 金 費 期 末 原 材 料 棚 卸 高 4

そ の 他 の 預 金 未 払 金
差引原材料費
 ( 3 - 4 )

5

受 取 手 形 前 受 金 労　  務　  費 6

売 掛 金 預 り 金 外 注 工 賃 7

有 価 証 券 電 力 費 8

棚 卸 資 産 そ 水 道 光 熱 費 9

前 払 金 の 修 繕 費 10

貸 付 金 他 減 価 償 却 費 11

建 物 の 12

建物付属設備 製 13

機 械 装 置 債権償却特別勘定 造 14

車 両 運 搬 具 貸 倒 引 当 金 経 15

工具器具備品 費 16

土 地 17

18

19

雑 費 20

計 21

22

事 業 主 借 23

元 入 金 24

事 業 主 貸
青色申告特別控除前
の 所 得 金 額 25

合 計 合 計 26
製品製造原価
( 24－25 )

1

総製造費( 5 ＋ 6 ＋ 21 )

  期 首 半 製 品・
仕 掛 品 棚 卸 高

小   計( 22 ＋ 23 )

  期 末 半 製 品・
仕 掛 品 棚 卸 高

この範囲が流動資産

に該当しますので、

期末の合計金額を確

認します。
※土地以下の科目に記載

が

ある場合、流動資産か

固

この範囲が流動負債

に該当しますので、

期末の合計金額を確

認します。

これ以外の科目が追

加されている場合は、

流動負債（決算から1

年以内に支払い期限

が到来する科目）であ

るかどうかを確認しま

す。

申請書１９番 自己資本額の

①払込資本金には期末の「元入金」の金額記入を確認します。

②準備金・積立金には、「事業主借－事業主貸」の金額記入を確認し

ます。

③自己資本額の繰越利益（欠損）金には、

「青色申告特別控除前の所得金額」の金額記入を確認します。

個人事業主の自己資本額は

（事業主借＋元入金＋青色申告特別控除前の所得金額）－事業主

申請内容記入時
確認箇所

損益計算書の43番にあ

る青色申告特別控除前

の所得金額と同じ項目で

この範囲が設備の額に
該当します。
期末の合計金額を確認
します
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25
区
分

異
動 日

異
動

番
号

○○ 税務署長
令和 年分の所得税の 申告書Ｂ

住 所 フ リ ガ ナ ト ロ ウ
（印） 第

一
表

又　は
事業所
事務所
居 　所

□□市××町×-×× 氏 名 統一　太郎

○○市△△町×-××-×
性別 職業 屋号・雅号 世帯主の氏名 世帯主との続柄

○ ○○小売業 統一商店 統一　太郎 本人

平成24年1月
1 日 の 住 所 同上 生 年

月 日

(

令
和
○
○
年
分
以
降
用

）

種 類 特 農 の
表 示

翌 年 以 降
送 付 不 要

電 話
番 号 XXX-XXX-XXXX

配 当

雑

番号

不 動 産

受付印 （単位は円）

収

入

金

額

等

事

業

営 業 等

農 業
上の 26 に対する税

額
27

0

配 当 控 除 28

利 子 29

税

金

の

計

算

課税される所得金額
（ 9 ― 25) 又 は 第 三 表

26

(特定増改築)
住 宅 借 入 金

30

給 与
政 党 寄 附 金
特 別 控 除

 31
 ～ 34

公 的 年 金 等
住 宅 耐 震 改 修 特 別 控 除

住宅特定改修 ･認定長期優良

住 宅 新 築 等 特 別 税 額 控 除

 35
 ～ 37

そ の 他
電子証明書等特別
控 除

38

39

長 期
災害減免額、外国税額
控 除

 40
 ～ 41

一 時 源 泉 徴 収 税 額 42

総

合

譲

渡

短 期 差 引 所 得 税 額

所

得

金

額

事

業

営 業 等 申 告 納 税 額
(34-35-36-37)

43

不 動 産

そ

の

他

第 3 期 分
の 税 額

( 38-39 )

農 業
予 定 納 税 額
(第1期分､第2期分)

44

納める 税金 45

利 子
還 付 さ れ る
税 金

46 △

配 当 配偶者の合計所得金額 47

給 与 専従者給与(控除)額の合計額 48

雑
青色申告特別控除

額
49

総 合 譲 渡 ・ 一 時
( ｹ )+[( ｺ )+( ｻ ) × 1/2]

雑所得・一時所得の源
泉徴収税額の合計額

50

合 計
未納付の源泉徴収
税 額

51

所

得

か

ら

差

し

引

か

れ

る

金

額

雑 損 控 除
本年分で差し引く繰越損失

額
52

医 療 費 控 除 平均課税対象金額 53

申告期限までに納付する金額 55

社 会 保 険 料 控 除 変動・臨時所得金額 54

生 命 保 険 料 控 除 延 納 届 出 額 56

小規模企業共済掛金控除
延

納

の

届

出

地 震 保 険 料 控 除 15 還

付

さ

れ

る

税

金

の

受

取

場

所

銀 行
金 庫 ・ 組 合
農 協 ・ 漁 協

本店・支店
本所・支所

預 金
種 類

普通 当座 納税準備

寄附金控除

寡 婦 、 寡 夫 控 除 18 ０ ０ ０ ０ 郵便局
名 等

口 座 番 号
記 号 番 号 ０

貯蓄

勤労学生､障害者控除
⑲
～⑳ ０ ０ ０ ０

０配 偶 者 控 除 21

０ ０

０ ０

配 偶 者 特 別 控 除 22 ０ ０
印

扶 養 控 除 23

基 礎 控 除 34

０ ０ ０

０ ０

税理士法第30条の
書 面 提 出 有

税理士法第33条
の2の書面提出有

０

税 理 士
署 名 押 印
電 話 番 号

０

合 計 整

理

欄

０ ０

月

申請内容記入時
確認箇所

申請書１８番 「製造・販売等実績」の

②直前年度分決算に記千円単位で記入

する金額になります。


